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本誌の計数について
1 単位未満の計数
　 件数及び金額の単位未満は原則として切り捨てています（ただし、国際協力銀行の平成19年度以前の金額については 

四捨五入）。また、比率（%）は表示前桁を四捨五入しています。したがって、合計欄の計数は内訳を集計した計算と一致しな
いものがあります。

2 表示方法
　単位に満たない場合は「0」と、該当数字のない場合は「-」を表示しています。
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総裁メッセージ

平成２３年度の取組み
　日本政策金融公庫（以下、日本公庫）は、政策金融機
関としてセーフティネット機能を発揮し、東日本大震災の
復旧・復興支援、お客さまサービスの向上および成長戦
略分野等への対応などに積極的に取り組みました。
　東日本大震災への復旧・復興支援のため、直接・間接
的に被害・影響を受けたお客さまからの融資や返済のご
相談に対し、迅速かつきめ細かく対応するため、震災当
日に特別相談窓口を設置したほか、出張相談会を実施す
るなど各種支援を行いました。震災当日からの被災地５
県における出張相談会は１,４７４回、全国での震災関連
融資の実績は２兆７,６９１億円となりました。加えて、東
日本大震災復興緊急特例による保険引受や危機対応円
滑化業務なども実施し、中小・小規模企業の皆さまの復
旧・復興支援に総力を挙げて取り組みました。
　また、お客さまサービスの向上のため、「総合力」を発

揮し、各事業本部が連携してノウハウ・情報を相互に活
用することで、複数事業が連携した融資の実施や有益
な情報提供などサービスの強化に取り組みました。平成
２３年度では、地方公共団体が地域活性化対策として取
り組む地域プロジェクトに１２０件参画するとともに、お
客さまの資金ニーズに沿った複数事業の資金を組み合
わせた融資を４６３件行いました。そのほか、全国規模の
ビジネス商談会の開催などビジネスマッチングにも取り
組み、お客さまの紹介件数は前年度から大幅に増加し、	
２,０５８件となりました。
　さらに、日本経済発展への貢献のため、政府の成長戦
略分野等に基づき、創業支援や中小企業の皆さまの海
外展開支援、農林漁業の皆さまの６次産業化支援などを
実施するとともに、「中小企業金融円滑化法」を踏まえた
既往融資に係る返済条件の緩和による資金繰り支援に
も積極的に対応してきました。
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組織運営の取組み
　平成２３年度に人材アカデミーを創設するなど職員の
専門性の向上を図るための人材育成に力を入れるとと
もに、女性管理職の積極的な登用などによる女性活躍
を推進し、組織力の向上を図っています。
　また、これまで権限と責任の明確化や組織の見直しな
ど組織運営の大きな枠組みを作ってきました。平成２４
年度は組織・業務の合理化・効率化の集大成として、平成
２５年度以降の日本公庫全体のＩＴ基盤・システム最適化
後の共通ＥＲＰシステムなど新システム稼動に向けて取り
組み、効率的な業務運営体制の構築を図っていきます。

平成２３年度決算
　平成２３年度（平成２４年３月期）決算においては、前期
と比べ５，９１０億円改善し、２，９５４億円の純損失を計上し
ました。
　国内事業に係る業務（信用保険等業務除く）では
４６６億円の純損失を、国際協力銀行に係る業務では
５２５億円の純利益を計上しました。
　また、信用保険等業務では、前期と比べ５,１０６億円改
善しましたが、３，０１３億円の純損失を計上しました。

今後の取組み
　業務遂行に際して「アクティブ・アクション」をモットー
に身近で頼りになる存在を目指して、コンサルティング
機能・能力の充実を図り、お客さまの様々なニーズに迅
速かつ的確に対応していきます。
　東日本大震災への復興支援では、復興が始まったばか
りであり、引き続き各種融資などにより、復興支援を積
極的に進めていきます。また、日本経済発展のため、成
長戦略分野等への対応として、創業支援、企業のグロー
バル化への支援および企業の経営再建への支援などで
アイデアを出し、積極的に取り組んでいきます。
　創業支援では、国内の革新的な技術や新たなビジネ
スモデルを持つ企業など、地域の活性化や雇用の創出
につながる創業を支援するため、各支店に「創業サポー

トデスク」を設け、専任担当による情報提供や事業計画
の策定支援などを行います。
　加えて、全国の創業支援センターにおいて、女性のた
めの創業セミナーなどの開催にも積極的に取り組んで
いきます。
　グローバル化への支援では、アジア市場の成長を背
景とした海外展開意欲の高まりなどからグローバル展開
を図るお客さまを積極的に支援していきます。
　具体的には、海外の子会社が現地金融機関から現地
通貨で融資を受けるための「スタンドバイ・クレジット」を
開始する予定です。また、バンコク、上海両駐在員事務
所において、現地での経営支援や交流会などの開催に
よるネットワーク構築の支援を行うとともに、国際業務
部の新設や各支店への「海外展開サポートデスク」の設
置により支援体制を強化しています。
　そのほか、農業分野では、「アグリフードＥＸＰＯ」に海
外バイヤーを招聘していますが、ＪＥＴＲＯに職員を派遣
し、農産物の輸出支援に一層協力していきます。
　企業の経営再建への支援では、経営再建を必要とす
るお客さまを支援するため、企業再生の専門部を充実す
るなど体制を整え、経営相談・指導や経営改善計画の策
定支援などお客さまの経営改善を積極的に支援してい
きます。

　平成２３年の株式会社国際協力銀行法の公布・施行に
より、国際部門であった国際協力銀行は、平成２４年４月
１日に日本公庫から分離し、株式会社国際協力銀行とな
りました。これからも、国内３事業の業務を中心に、政策
金融機関としての役割を積極的かつ効率的に遂行して
いきますので、今後とも皆さまの一層のご理解とご支援
を賜りますよう、よろしくお願いいたします。

平成24年8月

	 総裁
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 名称
株式会社日本政策金融公庫（略称:「日本公庫」）

 発足年月日
平成20年10月1日

 根拠法
株式会社日本政策金融公庫法

 本店
東京都千代田区大手町1-9-3	

 総裁
安居　祥策（やすい　しょうさく）

 資本金等
資本金　　4兆3,667億円
準備金　　2兆2,362億円

 支店等
国内　152支店
海外駐在員事務所　2ヵ所（平成24年4月1日現在）

 職員数
7,461人（平成24年度予算定員）

 総融資残高
総融資残高	：	30兆195億円（注）

国民生活事業	 7兆3,408億円
農林水産事業	 2兆6,306億円
中小企業事業	 6兆4,396億円（融資業務）
国際協力銀行	 8兆1,927億円（出融資残高）
危機対応円滑化業務	 5兆3,942億円
特定事業等促進円滑化業務	 213億円
	
	 （注）	国際協力銀行（現、株式会社国際協力銀行）の金額が含まれています。

日本政策金融公庫の体制推移
　日本政策金融公庫は、国民生活金融公庫、農林漁業金融公庫、中小企業金融公庫、国際協力銀行（国際金融等業務）が
統合して、平成20年10月に発足しましたが、平成24年4月に国際協力銀行が分離しています。

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

プロフィール （平成24年3月31日時点）

 体制推移

国民生活金融公庫

農林漁業金融公庫
株式会社日本政策金融公庫 株式会社日本政策金融公庫

株式会社国際協力銀行

中小企業金融公庫

国 際 協 力 銀 行

	 〈	平成20年9月30日以前	〉	 〈	平成20年10月1日	〉	 平成24年4月1日

（国際金融等業務）

（海外経済協力業務）
国際協力機構（JICA）と統合

日本公庫発足のポイント

● ● ●
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　日本公庫は、一般の金融機関が行う金融を補完することを旨としつつ、以下の機能を担うことにより、国民生活の向上
に寄与することを目的とする政策金融機関です。

日本政策金融公庫の主な業務

主
な
業
務

主な業務

国民生活事業
国民一般向け業務

業務内容

●	小口の事業資金融資
●	創業支援・地域活性化支援

●	国の教育ローン、恩給・共済年金	
等を担保とする融資

農林水産事業
農林水産業者向け業務

業務内容

●	担い手を育て支える農林水産業者向け融資
●	食の安全の確保、農食連携を支える	

食品産業向け融資
●	コンサルティングやビジネスマッチング	

等の経営支援サービス

中小企業事業
中小企業者向け業務

業務内容

●	中小企業への長期事業資金の融資
●	イノベーション支援・海外展開支援・再生支援

●	信用保証協会が行う中小企業の	
借入等に係る債務の保証についての	

保険の引受け等

シナジー効果
地域経済の活性化支援
お客さまの成長の支援
中小企業のグローバル化支援

危機対応等円滑化業務
●		主務大臣が認定する内外の金融秩序の混乱、大規模災害等の危機発生時に	
	おいて、指定金融機関に対し、一定の信用供与を行う業務
●	低炭素投資促進法に基づき、指定金融機関に対し貸付けを行う業務
●	産活法に基づき、指定金融機関に対し貸付けを行う業務
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経営理念

基本理念

活動指針
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　日本公庫では、2012年度以降の業務運営計画を策定しました。

業
務
運
営
計
画（
2
0
1
2
年
度
～
2
0
1
4
年
度
）

業務運営計画（2012年度〜2014年度）

業務運営計画

事業運営目標

■

■

■

■

■

■
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組織運営目標

■

■

■

■

■

■
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